
令和４年度 第３回 岐阜県木の国・山の国県民会議 

林政部森林活用推進課 

ぎふ森のある暮らし推進協議会について 
（（仮称）森林サービス産業推進協議会） 

 

１ 設立趣旨 

近年、人々の価値観やライフスタイルの変化に伴い、森林空間を積極的に活

用したいという期待が高まり、森林へのニーズは多様化している。 

このため、岐阜県の豊かな価値を有する森林空間を健康、観光、教育等の多

様な分野で活用する「森林サービス産業」を育成し、山村地域における新たな

雇用と収入機会を創出することを目的とする。 
 

＜「森林サービス産業」の定義＞ 

人口減少・高齢化社会の到来を迎える中で、山村地域の振興策として、豊かな価

値を有する森林空間を健康、観光、教育等の分野をターゲットとして活用すること

で収入と雇用を生み出す新たなビジネス。 
 

＜「森林サービス産業」の範囲＞ 

 健康分野･･･ クアオルトウォーキング体験、森林セラピー体験、森ヨガ体験 など 

 教育分野･･･ 社員研修、森のようちえん、森のプレーパーク、森林環境教育 など 

 観光分野･･･ キャンプ場・グランピング、自然体験ツアー、野外フェスなど 

 その他･････ 森づくり体験、木工体験 など 
 

 

２ 協議会の概要 

（１）事業（規約第３条） 

・情報収集及び情報発信 

・起業者及び既存事業者の支援 

・会員間の交流 

・その他、協議会の目的に合致する事業 

 

（２）会員（規約第４条） 

①一般会員 

協議会の趣旨に賛同し、協議会の活動を推進するため入会した以下の者 
 ア 県内で森林サービス産業を営む個人・団体・事業者等 
 イ 県内で森林サービス産業の起業等に興味・関心のある個人・団体・事業者等 
 ウ 県内で森林を所有・管理している個人・団体・事業者等 
②行政会員 

  協議会の趣旨に賛同し、協議会の活動を推進するため入会した県内の行政機関 
③賛助会員 

協議会の趣旨に賛同し、協議会の活動を賛助・後援するために入会した個人・ 

団体・事業者・県外の行政機関等。ただし、①のアからウに該当する者を除く 
 

資料３ 
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【参考】Ｒ５．２末の会員        １３６者 

①一般会員（年会費：１万円）   ９６者 
・キャンプ場、自然体験活動等の事業者 ４４者 
・林業・木材産業           ２９者 
・建設業                ４者   
・スポーツ用品店、アパレル企業等   １９者 

 ②行政会員（年会費：無料）    ３３者 

・県内の市町村            ２９者 
・国機関（森林管理署）         ３者 
・岐阜県                １者  

 ③賛助会員（年会費：無料）     ７者 
・県内金融機関（十六ＦＧ、大垣共立）   ４者 

・他県の市町村（豊田市）        １者 

・個人                 １者 

・森林文化アカデミー          １者 

 

（３）組織（規約第７条～第１１条） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 
 

○分野別部会とは 
個別課題に対応するため、必要に応じて、希望する会員により設置し、 

課題解決に向けた検討を行う 

  ○事業化支援評価委員会とは 
会員の新規事業計画や事業改善計画等に対し助言を行う 

  ○プランナーとは 

会員をサポートする専門家 

○サポーターとは 

協議会の応援団、協議会からメルマガを配信 

 

３ 経緯及び今後の予定 

   令和５年１月２７日 設立総会 
 
        ２月～３月 会員の意向調査（アンケート等）、事業計画の立案等 
 

５月     第１回総会 

・役員選出、令和５年度事業計画及び収支予算の決定 
 

６月～      事業の実施 

事務局（県） 

会長・副会長 

幹事会 

サポーター 

○○部会 ××部会 

会 員 

関係団体 
（協賛企業、観光協会、 

教育機関等） 

情報発信等 

意見聴取等 

連携 
事業化支援評価委員

会幹事会 
プランナー 
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ぎふ森のある暮らし推進協議会規約 
 

（名称） 

第１条 この協議会は、「ぎふ森のある暮らし推進協議会」（以下、「協議会」という。）

と称する。 
 

（目的） 

第２条 協議会は、岐阜県の豊かな価値を有する森林空間を健康、観光、教育等の多様

な分野で活用した森林サービス産業を育成し、岐阜県の山村地域における新たな雇

用と収入機会を創出することを目的とする。 
 

（事業） 

第３条 協議会では、前条の目的を達成するため、次の各号に掲げる事業を行う。 

(1) 情報収集及び情報発信 

(2) 起業者及び既存事業者の支援 

(3) 会員間の交流 

(4) その他、協議会の目的に合致する事業 
 

（会員） 

第４条 協議会の会員は、次のとおりとする。 

(1) 一般会員 

   協議会の趣旨に賛同し、協議会の活動を推進するため入会した以下の者 
  ア 県内で森林サービス産業を営む個人・団体・事業者等 
  イ 県内で森林サービス産業の起業等に興味・関心のある個人・団体・事業者等 
  ウ 県内で森林を所有・管理している個人・団体・事業者等 
(2) 行政会員 

   協議会の趣旨に賛同し、協議会の活動を推進するため入会した県内の行政機関 
(3)  賛助会員 

     協議会の趣旨に賛同し、協議会の活動を賛助・後援するために入会した個人・

団体・事業者・県外の行政機関等。ただし、(1)のアからウに該当する者を除く 

２ 協議会の会員になろうとする者は、別に定める入会申込書（様式第１号）を会長あ

てに提出するものとする。 

３ 会長は、前項の入会申込者が、第２条に定める協議会の目的に賛同する場合は、入

会を承諾するものとする。 

４ 会長は、前項の入会申込者の入会を認めないときは、速やかに、理由を付した書面

をもって本人にその旨通知しなければならない。 
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５ 会員は、住所、氏名（法人・団体の名称）等の登録内容に変更が生じた場合は、速

やかに事務局に届け出なければならない。 
 

（退会） 

第５条 会員が協議会からの退会を希望する場合は、退会届（様式第２号）を会長に提

出するものとする。 

２ 会員が次の各号のいずれかに該当する場合には、事務局の判断により退会させる

ことができる。 

(1) 事務局から連絡をとることができないとき 

(2) 個人が死亡し、又は会員である法人・団体が消滅したとき 
 

（除名） 

第６条 会員が次のいずれかに該当する行為を行ったときは、幹事会の審議、議決によ

り、これを除名することができる。ただし、この場合には当該会員に対し弁明の機会

が与えられなければならない。 

(1) 本規約に違反したとき 

(2) 協議会の目的に反する行為をしたとき 

(3) その他協議会に不利益を及ぼした場合、又はそのおそれのある場合 
 

（役員） 

第７条 協議会に、次の役員を置く。 

(1) 会長  １名 

(2) 副会長 １名 

(3) 監事  ２名 

２ 役員は、総会において一般会員及び行政会員の中から選任する。 

３ 会長は、協議会を代表し、会務を総括する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、その職 

務を代行する。 

５ 監事のうち１名は岐阜県出納事務局出納管理課長を充て、他１名は県職員以外の

会員の中から会長が選任する。 

６ 監事は、協議会の決算について監査し、その結果を会員に報告する。ただし、必要

と認めるときは、事業の執行状況について随時に監査することができる。 

７ 協議会に、顧問を置くことができる。 

８ 役員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、役員に欠員が生じた場合におけ

る補充役員の任期は、前任者の残任期間とする。 

９ 任期満了又は辞任によって退任した役員は、新たに選任された役員が就任するま

で、その職を行う。 
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（総会） 

第８条 総会は、一般会員及び行政会員をもって構成し、年１回会長が会員を招集し、

次の事項について議決するものとする。 

(1) 協議会の規約に関する事項 

(2) 事業計画及び事業報告に関する事項 

(3) 予算及び決算に関する事項 

(4) 役員の選任に関する事項 

(5) 協議会の解散に関する事項 

(6) その他協議会の運営に関する事項 

２ 会長は、必要に応じて、臨時の総会を開催することができる。 

３ 総会は、一般会員及び行政会員の過半数の出席をもって成立する。ただし、総会に

出席できない会員は、他の出席会員に表決権を委任することができるものとする。 

４ 総会の議長は、会長が務める。 

５ 総会の議事は、出席した一般会員及び行政会員の過半数の賛成によって決定する。

なお、賛否同数の場合は、議長の決するところによる。 

６ 前項の規定にかかわらず、協議会の解散に係る議事は、出席会員の３分の２以上の

賛成によって決定する。 
 

（幹事会） 

第９条 協議会の主要事業を検討し、円滑な運営を図るため幹事会を置く。 

２ 幹事会は、次の事項について審議をする。 

(1) 総会に付議すべき事項に関すること 

(2) 総会の議決した事項の執行に関すること 

(3) その他協議会の運営に関し、会長が必要と認める事項 

３ 幹事は、会長が指名したものとする。 

４ 幹事会は、会長、副会長及び幹事をもって組織する。 

５ 幹事会は、必要に応じて会長が招集する。 

６ 幹事会の議長は会長が務める。 

７ 幹事の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、幹事に欠員が生じた場合におけ

る補充幹事の任期は、前任者の残任期間とする。 

８ 会長は、必要に応じて幹事会に会員以外の出席を求めることができる。 

 

（事業化支援評価委員会） 

第１０条 会員の事業を支援するため事業化支援評価委員会（以下、「評価委員会」と

いう。）を置く。 

２ 評価委員会は、会員の新規事業計画や事業改善計画の評価・助言を行う。 
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３ 評価委員会の委員は、会長が指名した者とする。 

４ 評価委員会は、必要に応じて会長が招集する。 

５ 評価委員会には、委員長を置く。 

６ 委員長は、評価委員会において互選により決定し、評価委員会を代表し、会務を総

括する。 

７ 委員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、委員に欠員が生じた場合におけ

る補充委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

８ 委員長は、必要に応じて評価委員会に会員以外の出席を求めることができる。 
 

（部会） 

第１１条 会長は、協議会の活動が円滑に実施されることを目的として、部会を置くこ

とができる。 

２ 部会は、会長が指名する会員で構成し、幹事会と連携・調整のうえ、協議会の活動

の専門的または特定の事項について、企画し実施する。 
 

（専決処分） 

第１２条 会長は、緊急を要する事項がある場合又は軽微な事項である場合には、これ

を専決処分することができる。 

２ 会長は、前項の規定により専決処分をしたときは、その内容を次の総会において報

告しなければならない。 
 

（会計） 

第１３条 協議会の経費は、年会費、県負担金及びその他の収入をもって充てる。 

２ 会員は、次のとおり年会費を納入するものとする。 

(1) 一般会員 10,000 円 

(2) 行政会員 無料 

(3) 賛助会員 無料 

３ 岐阜県は、協議会経費の一部を負担金として交付するものとする。 

４ 協議会の会計年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとし、本条第２項に定

める年会費は、会長が別に指定する日までに納入するものとする。 

５ 既に納入された会費は返還しないものとする。 

６ 協議会の会計は、岐阜県の規定を準用するものとする。 

 

（会費等の返還） 

第１４条 協議会は、決算見込みにおいて剰余金が生じたときは、年会費等の拠出者へ

返還するものとする。ただし、返還額を算定する際は、一般会員の拠出金を協議会の

運営費及び事業費に優先して充当するものとし、そのうえで、拠出者ごとの返還額を
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決定するものとする。 

２ 前項の剰余金の返還については、幹事会により拠出者ごとの金額を決定する。 
 

（事務局） 

第１５条 協議会の事務局は、岐阜県林政部森林活用推進課に置く。 

２ その他事務局について必要な事項は、会長が別に定める。 
 

（雑則） 

第１６条 この規約に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が別

に定める。 
 

附 則 

１ この規約は、令和５年１月２７日から施行する。 

２ 協議会設立当初の役員の任期は、第７条第８項の規定にかかわらず、選任された日

から令和７年３月３１日までとする。 

３ 協議会設立当初の幹事の任期は、第９条第７項の規定にかかわらず、選任された日

から令和７年３月３１日までとする。 

４ 協議会設立当初の評価委員の任期は、第１０条第７項の規定にかかわらず、選任さ

れた日から令和７年３月３１日までとする。 

５ 令和４年度の年会費は、第１３条第２項の規定にかかわらず納入を要しない。 
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